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○肉用子牛生産安定等特別措置法 

（昭和６３．１２．２２ 法９８） 

最終改正 平成２８．１２．１６ 法１０８  

 

（業務規程の変更） 

第８条 指定協会は、業務規程を変更しようとするときは、農林水産省令で定める手続きに従い、

当該指定をした都道府県知事の承認を受けなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の承認の申請に係る業務規程が前条第３項第２号及び第３号の要

件に適合している場合でなければ、前項の承認をしてはならない 

 

（定義） 

第２条 この法律において「肉用子牛」とは、肉用牛であつて政令で定める月齢未満のものをい

う。 

 

（保証基準価格等） 

第５条 この章において「保証基準価格」とは、肉用子牛の生産条件及び需給事情その他の経済

事情を考慮し、肉用子牛の再生産を確保することを旨として、毎会計年度、当該年度の開始前

に農林水産大臣が定める金額をいう。 

２ この章において「合理化目標価格」とは、牛肉の国際価格の動向、肉用牛の肥育に要する合

理的な費用の額等からみて、肉用牛生産の健全な発達を図るため肉用子牛生産の合理化により

その実現を図ることが必要な肉用子牛の生産費を基準として、政令で定める期間ごとに農林水

産大臣が定める金額をいう。 

３ この章において「平均売買価格」とは、肉用子牛の主要な生産地域に所在する家畜市場であ

つて農林水産大臣の指定するものにおける指定肉用子牛（農林水産省令で定める規格に適合す

る肉用子牛をいう。次項において同じ。）の売買価格の政令で定める期間ごとの平均額として農

林水産省令で定めるところにより算出される金額をいう。 

４ 保証基準価格及び合理化目標価格（以下「保証基準価格等」という。）は、家畜市場における

指定肉用子牛の売買価格として定めるものとする。 

５ 農林水産大臣は、保証基準価格等を定めるに当たつては、酪農及び肉用牛生産の振興に関す

る法律（昭和二十九年法律第百八十二号）第二条の二第一項に規定する基本方針に即し、肉用

牛生産の近代化を促進することとなるように配慮するものとする。 

６ 農林水産大臣は、物価その他の経済事情に著しい変動が生じ又は生ずるおそれがある場合に

おいて、特に必要があると認めるときは、保証基準価格等を改定することができる。 

７ 農林水産大臣は、保証基準価格等を定め、又は改定しようとするときは、食料・農業・農村

政策審議会の意見を聴かなければならない。 

８ 農林水産大臣は、保証基準価格等を定め、又は改定したときは、遅滞なく、これを告示する

ものとする。 

９ 農林水産大臣は、第三項の政令で定める期間の満了後遅滞なく、平均売買価格を告示するも



のとする。 

 

（協会の指定） 

第七条 前条第一項の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする協会の申請に

より、当該都道府県知事が行う。 

２ 前条第一項の指定を受けようとする協会は、農林水産省令で定める手続に従い、肉用子牛に

ついての生産者補給金の交付の業務（以下「生産者補給金交付業務」という。）に関する規程（以

下「業務規程」という。）を定め、これを指定申請書に添えて、当該都道府県知事に提出しなけ

ればならない。 

３ 前条第一項の指定は、その申請が次の要件のすべてに適合している場合でなければ、しては

ならない。 

一 生産者補給金交付業務を適正かつ確実に実施できると認められること。 

二 申請者の業務規程によれば、当該都道府県の区域内で生産される肉用子牛の生産者のすべ

てが申請者と生産者補給金交付契約を締結することができると認められること。 

三 申請者の業務規程において、第十条の確認に関する事項、生産者積立金の積立て及びこれ

に要する負担金の納付に関する事項、生産者積立金から交付する生産者補給金の金額の算定

及びその交付の方法に関する事項その他農林水産省令で定める事項が農林水産省令で定める

基準に従い定められていること。 

四 申請者が第九条第一項の規定により指定を解除され、その解除の日から二年を経過しない

者でないこと。 

４ 都道府県知事は、前条第一項の指定をしたときは、遅滞なく、その旨を、公示し、かつ、農

林水産大臣に届け出なければならない。 

 

（生産者補給交付金の金額） 

第10条 機構が交付する生産者補給金交付契約に係る肉用子牛についての生産者補給交付金の金

額は、第五条第三項の政令で定める期間ごと及び指定協会ごとに、保証基準価格から平均

売買価格（その平均売買価格が合理化目標価格を下回る場合にあつては、その合理化目標

価格）を控除した金額に、生産者補給金交付契約に係る肉用子牛であつて、当該政令で定

める期間内に、その肉用子牛の生産者が政令で定める月齢に達した日以後に販売したこと

又はその肉用子牛の生産者が飼養しており、かつ、第二条の政令で定める月齢に達したこ

とにつき、当該指定協会が農林水産省令で定めるところにより確認をしたものの頭数に相

当する数を乗じて得た金額とする。 

 

○肉用子牛生産安定等特別措置法施行規則 

（平成元．１２．１９農水令４６ ） 

最終改正 令和５．６．２０農水令３７  

（指定肉用子牛の規格） 

第一条 肉用子牛生産安定等特別措置法（以下「法」という。）第五条第三項の農林水産省令で定

める規格は、次の表の上欄に掲げる種別に属する肉用子牛であって、その体重が当該種別の区分

に応じ同表の下欄に掲げる体重の範囲内のものであることとする。 

肉 用 子 牛 の 種 別 体       重 

黒毛和種 二百三十キログラム以上 

三百五十キログラム以下 

褐毛和種 二百四十キログラム以上 

三百七十キログラム以下 

無角和種 二百二十キログラム以上 



三百三十キログラム以下 

日本短角種 百八十キログラム以上 

三百十キログラム以下 

アンガス種及びヘレフォード種 二百六十キログラム以上 

三百十キログラム以下 

ホルスタイン種（雌を除く。） 二百四十キログラム以上 

三百六十キログラム以下 

ホルスタイン種を母とする交雑種 二百七十キログラム以上 

三百七十キログラム以下 

 

（平均売買価格の算出） 

第２条 法第五条第三項に規定する平均売買価格は、同項により農林水産大臣が指定する家畜市

場（以下この項において「指定市場」という。）で売買された同項に規定する指定肉用子牛の売買

価格を合計したものを指定市場で売買された指定肉用子牛の頭数を合計したもので除して得た額

とする。 

２ 法第五条第三項の平均売買価格を算出する場合において、その金額に五十円に満たない端数

を生じたときはこれを切り捨て、五十円以上百円に満たない端数を生じたときはこれを百円に切

り上げるものとする。 

 

（業務規程の記載事項） 

第４条 法第七条第三項第三号の農林水産省令で定める事項は、生産者補給金交付契約の締結の

方法に関する事項とする。 

 

（業務規程に関する指定の基準） 

第５条 法第七条第三項第三号の農林水産省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 法第十条の確認に関する事項については、当該確認を的確かつ円滑に実施するため適切なも

のであること。 

二 生産者積立金の積立て及びこれに要する負担金の納付に関する事項については、生産者積立

金として積み立てる額のうち農林水産大臣が定める割合に相当する額以上の額は、原則として、

生産者補給金交付契約に係る肉用子牛の生産者が納付する負担金及びその他の者（独立行政法人

農畜産業振興機構（以下「機構」という。）及び都道府県を除く。）が生産者積立金の一部に充て

ることを条件として交付する金銭をもって充てることとしており、かつ、その負担金の分担の方

法が衡平を欠くものでないこと。 

三 生産者積立金から交付する生産者補給金の金額の算定及びその交付の方法に関する事項につ

いては、当該生産者補給金は、法第五条第三項の政令で定める期間ごとに、その金額を算定し、

法第十条の確認を受けた肉用子牛の生産者に交付することとしており、かつ、その交付の方法が

衡平を欠くものでないこと。 

四 前条に規定する事項については、当該都道府県の区域内で生産される肉用子牛の生産者が申

請者と生産者補給金交付契約を締結することを不当に困難にするおそれがないものであること。 

 

（業務規程の変更） 

第６条 法第八条第一項の承認の申請は、申請書に次に掲げる書類を添え、これを同項の都道府

県知事に提出してしなければならない。 

一 理由書 

二 新旧条文の対照表 

三 当該承認の申請に関する意思の決定を証する書面 

 



（指定協会による確認） 

第七条 法第十条の確認は、指定協会の業務規程で定めるところにより、生産者補給金交付契約

に係る肉用子牛の生産者でその肉用子牛につき当該確認を受けようとするものから、その旨の申

出があった場合に行うものとする。 

 

 

○肉用子牛生産安定等特別措置法施行令 

〔昭和六十三年十二月二十二日号外政令第三百四十七号〕 

（平均売買価格の算出の単位となる期間） 

第三条 法第五条第三項の政令で定める期間は、毎年、四月一日から六月三十日まで、七月一日

から九月三十日まで、十月一日から十二月三十一日まで及び翌年の一月一日から三月三十一日ま

での各期間とする。ただし、指定肉用子牛のうち農林水産省令で定めるものについては、毎年、

四月一日から翌年の三月三十一日までの期間とする。 

 

（販売に係る肉用子牛の月齢） 

第九条 法第十条の政令で定める月齢は、満六月とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


